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コーポレートガバナンス・コードの策定に伴う上場制度の整備に係る 

「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」等の 

一部改正に係る実務上の取扱い等について 

 

―よくあるご質問と回答（ＦＡＱ）― 

 

（平成 27 年６月作成） 

別紙 
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よくあるご質問と回答 

 

目次 

 

  Ｑ１   コードの適用に伴うガバナンス報告書の記載項目の変更点 

  Ｑ２   ガバナンス報告書の提出時期 

  Ｑ３   新設された項目に記載する情報の時点 

  Ｑ４   新設された項目が検討段階である場合の当該項目の表示方法 

  Ｑ５   コードにおける用語の定義 

  Ｑ６   コードに対する自社の対応や説明が十分か否かの判断 

  Ｑ７   コードの各原則を実施しない場合の罰則の有無 

  Ｑ８   コードの各原則を項番等により特定して記載する場合の表記 

  Ｑ９   「コードの各原則に基づく開示」とは 

  Ｑ１０  「コードの各原則に基づく開示」の記載内容を他の媒体に開示し

ている場合の記載方法 

Ｑ１１  「コードの各原則に基づく開示」の記載欄に記載する内容の範囲 

  Ｑ１２  ガバナンス報告書の英語版の提出要否 

  Ｑ１３  監査等委員会設置会社に移行する場合のガバナンス報告書更新の

手続き 

  Ｑ１４  ガバナンス報告書への女性役員比率等の記載要否 

  Ｑ１５  様式の変更に伴う独立役員届出書の更新の要否 

  Ｑ１６  社外監査役が新たに社外取締役となった場合の独立役員届出書に

おける「異動内容」の記載 

 

 

 

 

 

本資料中の略語の取扱い 

本資料中、以下の用語は、それぞれ略称によって表記しています。 

「コーポレートガバナンス・コード」     → コード 

「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」 → ガバナンス報告書 
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よくあるご質問と回答 

 

 

Ｑ１． コードの適用に伴って、ガバナンス報告書の記載項目はどう変わったのか。 

Ａ１．  
本年６月１日より、ガバナンス報告書の入力フォームに以下の２項目が新設されま

した。 
① コードの各原則のうち、実施しないものがある場合には、当該原則を実施しな

い理由を記載する「コードの各原則を実施しない理由」 
② コードの各原則のうち、特定の事項を開示すべきとする原則に基づき開示を行

う場合に記載する「コードの各原則に基づく開示」 
※ ②について、セントレックスの上場会社及び国内の他の金融商品取引所の

本則市場以外の市場の上場会社は任意記載となります。 
 
※ガバナンス報告書の記載要領は、平成 27 年５月 14 日付けで上場会社通信に掲載

した情報取扱責任者宛て通知「コーポレートガバナンス・コードの策定に伴う上

場制度の整備に係る『上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規

則』等の一部改正に係る実務上の取扱い等について」（名証自規Ｇ第 14 号）の別

紙１をご参照ください。 

 
【ガバナンス報告書のイメージ】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

「コードの各原則を実施しない理由」の記載欄 

「コードの各原則に基づく開示」の記載欄 
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Ｑ２． コードの策定に伴い新設された項目を記載したガバナンス報告書はいつまでに

提出すれば良いか。例年、定時株主総会後に更新が求められていたスケジュールに変更

はあるか。 

Ａ２．  
新設された「コードの各原則を実施しない理由」及び「コードの各原則に基づく開

示」への記載をしたガバナンス報告書は、本年６月１日以後最初に開催される定時株

主総会の日以後、準備ができ次第速やかに（遅くとも本年６月１日以後最初に開催さ

れる定時株主総会の６か月後までに）提出してください。例えば本年６月 26 日に定

時株主総会を開催した場合、本年 12 月 26 日までに提出してください。 

なお、新設された項目以外については、従来どおり、定時株主総会の日以後遅滞な

く更新してください。 

 
 
Ｑ３． ガバナンス報告書における「コードの各原則を実施しない理由」及び「コード

の各原則に基づく開示」の内容はどの時点の情報を記載するべきか。 

Ａ３．  
ガバナンス報告書の提出日時点の情報を記載してください。 

 
 
Ｑ４． 新設された「コードの各原則を実施しない理由」及び「コードの各原則に基づ

く開示」の内容は検討中であるが、それ以外の項目について本年の定時株主総会後に更

新を行う場合、「コードの各原則を実施しない理由」及び「コードの各原則に基づく開

示」の項目にはどのように記載すれば良いか。 

Ａ４．  
「コードの各原則を実施しない理由」及び「コードの各原則に基づく開示」の記載内

容が確定していない段階では、入力フォーム上は、これらの記載欄を空欄のままご提出

ください。空欄のままご提出いただくことで、公開されるガバナンス報告書ではこれら

の欄は表示されません。 
 
 
Ｑ５． コードで使用されている用語についての定義はあるか。 

Ａ５．  
コードでは、いわゆる「プリンシプルベース・アプローチ」（原則主義）を採用して

いるため、使用されている用語について法令のように厳格な定義を置くことはしており

ません。用語の定義や各原則の解釈については、まずは株主等のステークホルダーに対

する説明責任等を負うそれぞれの会社が、コードの趣旨・精神に照らして、適切に解釈

することが想定されています。 
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Ｑ６． 自社の対応がコードにおける「実施」に該当するか、または自社の「実施しな

い理由の説明」の内容が十分か否かの判断について、当局や取引所より修正が求められ

ることはあるのか。 

Ａ６．  
Ａ５．のとおり、コードでは「プリンシプルベース・アプローチ」のもと、それぞれ

の会社がコードの趣旨・精神に照らして適切に各原則を解釈することが想定されている

ため、当局や取引所が一律の解釈を示して十分か否かの判断を行うことはありません。

仮に、会社と株主・投資家の間に認識の違いがあれば、両者の対話によって解決してい

くことが望まれます。 
 
 
Ｑ７． コードの各原則を実施しない場合には、罰則が適用されるのか。 

Ａ７．  
コードは「コンプライ・オア・エクスプレイン」（原則を実施するか、実施しない場

合には、その理由を説明するか）の手法を採用しているため、各原則を実施しない場合

であっても直ちに罰則が適用されることはありません。コードの各原則を実施しない場

合には、その理由をガバナンス報告書において説明することが上場規則で求められてお

り、実施しない場合の理由の説明を行わない場合に、はじめて、公表措置等の対象とな

る可能性があります。 
 
 
Ｑ８． 「コードの各原則を実施しない理由」及び「コードの各原則に基づく開示」の

内容は、項番等により具体的に特定して記載することが求められているが、表記の方法

に決まりはあるか。 

Ａ８．  
項番等によりどの原則に基づく記載であるか明示いただければ、表記方法に一律の決

まりはありません。ただし、コードでは補充原則に丸付きの数字（①、②、③…）が用

いられていますが、ＴＤｎｅｔオンライン登録サイト上では、これらの機種依存文字は

入力できないため、コードの補充原則を入力フォームに記載する場合には、「1.1.1」

「1-1-1」のように機種依存文字等を用いずに記載いただくようお願いいたします。 
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Ｑ９． コードの各原則のうち、特定の事項を開示すべきとする原則に基づき開示を行

う「コードの各原則に基づく開示」は、必ず実施（開示）しなければならないというこ

とか。 

Ａ９．  
「コードの各原則に基づく開示」は、必ず実施（開示）しなければならないというこ

とではありません。 
市場第一部・第二部の上場会社（国内の他の金融商品取引所の本則市場以外の市場の

上場会社を除く）の場合は、特定の事項を開示すべきとする原則も、他の原則と同様、

コンプライ・オア・エクスプレインの対象であるため、自社の個別事情に照らして実施

することが適切でないと考える場合には、理由を説明することにより実施しないことも

考えられます。 
セントレックスの上場会社及び国内の他の金融商品取引所の本則市場以外の市場の

上場会社の場合は、コンプライ・オア・エクスプレインの対象である「基本原則」には

特定の事項を開示すべきとする原則が含まれないため、「コードの各原則に基づく開示」

を実施（開示）しない場合であっても、理由の説明をすることは必須ではありません。 
 
 
Ｑ１０． 「コードの各原則に基づく開示」の記載内容が、他の広く一般に公表されて

いる資料に記載されている場合であっても、改めて該当欄に記載をする必要はあるか。 

Ａ１０．  
有価証券報告書や自社のウェブサイト等の広く一般に公開される手段により該当す

る内容を開示している場合には、その内容を参照すべき旨と閲覧方法（ウェブサイトの

ＵＲＬなど）を記載する方法としても差し支えありません。 
 
 
Ｑ１１． 「コードの各原則に基づく開示」は特定の事項を開示すべきとする原則を実

施する場合にその内容を記載するとのことだが、特定の事項を開示すべきとする原則以

外のものについて実施の状況を記載する場合は、どこに記載するべきか。 

Ａ１１．  
「コードの各原則に基づく開示」の記載欄に、どの原則に基づく記載であるかを項番

等により具体的に特定したうえで記載してください。なお、Ａ１０．のとおり、自社の

ウェブサイト等に開示する場合には、そのＵＲＬなどを記載する方法としても差し支え

ありません。 
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Ｑ１２． ガバナンス報告書の英訳版を作成した場合、名証に提出する必要はあるか。 

Ａ１２．  
ガバナンス報告書の英訳版（抄訳も可）を作成した場合には、ＴＤｎｅｔの「英文資

料」への登録をご検討ください。「英文資料」への登録を行うことで、ガバナンス報告

書の英訳版が海外投資家の利用する各情報ベンダーへ配信されるほか、名古屋証券取引

所ホームページへも掲載されます。 
なお、コードの補充原則３－１②では、「上場会社は、自社の株主における海外投資

家等の比率も踏まえ、合理的な範囲において、英語での情報の開示・提供を進めるべき

である。」とされています。 
 
 
Ｑ１３． 会社法が改正され、監査等委員会設置会社制度が導入されたが、監査等委員

会設置会社に移行した場合または移行を予定している場合のガバナンス報告書の作成

手続きを教えてほしい。 

Ａ１３．  
監査等委員会設置会社に移行する場合には、移行後遅滞なくＴＤｎｅｔオンライン登

録サイト上の会社基本情報を変更し、監査等委員会設置会社用の様式で記載したガバナ

ンス報告書を再提出することが必要となります。既にご提出いただいているガバナンス

報告書のデータを転記する方法としては、①提出済みの自社のガバナンス報告書のＰＤ

Ｆファイルを参照する方法、または、②提出済みのガバナンス報告書データを収録した

Ｅｘｃｅｌファイルを名証より受領してコピーする方法があります。 
①②の手順等に関する詳細につきましては、本年４月 20 日付で上場会社通信に掲載

した情報取扱責任者宛て通知「会社法改正に伴う有価証券上場規程等の一部改正による

『適時開示ガイドブック』の改訂等について」（名証自規Ｇ第 13 号）の別紙３をご参照

ください。 

 
 
Ｑ１４． 企業内容等の開示に関する内閣府令が改正され、有価証券報告書に女性役員

の構成比等を記載することが求められるが、ガバナンス報告書にも同様の記載が必要

か。 

Ａ１４．  
ガバナンス報告書に役員の男女別人数や比率を記載することは必須ではありません

が、当取引所では内閣府の要請を受けて、平成 25 年４月にガバナンス報告書の記載要

領を改訂し、取締役会などの現状の体制や、株主その他の利害関係者に関する施策の実

施状況の内容の一部として、役員の男女別の構成や女性の登用に関する現状について記

載することを記載要領に例示として追加しています。 
なお、ガバナンス報告書における女性の活躍の記載状況については、以下の通り内閣
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府が取りまとめを行っています。 
コーポレート・ガバナンスに関する報告書における「女性の活躍」の記載状況（内閣府

男女共同参画局） 
http://www.gender.go.jp/policy/mieruka/pdf/joukyou_2014.pdf 

 
 
Ｑ１５． 独立役員届出書について、独立役員の地位や属性情報の記載内容に変更はな

いが、様式が新しくなったことに伴い独立役員届出書を更新する必要はあるか。 

Ａ１５．  
様式の変更のみをもって独立役員届出書を更新する必要はありません。本年６月１日

以後、株主総会に社外役員の選任議案が付議される場合や、独立役員届出書の記載内容

に変更がある場合に、新様式に差し替えていただくようお願いいたします。 

 
 
Ｑ１６． これまで社外監査役であった者が新たに社外取締役になることが予定されて

いる場合、独立役員届出書の異動内容はどのように記載するべきか。 

Ａ１６．  
新たに社外取締役に就任することとなるため、異動内容は「新任」を選択してくださ

い。 
 

以 上 


